
介護サービス事業者の
各種届出等について

県南広域振興局保健福祉環境部⾧寿社会課
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６年間の指定有効期間満了日までに指定更新を受ける必要があります
（１）提出書類

① 指定更新申請書
② 添付書類

（２）提出時期
有効期限満了の２か月前までに県南広域振興局⾧寿社会課に提出してください。

（３）更新案内
更新対象事業所・施設あてに案内文書を発送（４か月単位で年３回実施）

（４）その他
同一事業所で介護予防のサービス指定を併せて受けており、それぞれの有効

期限が異なっている場合には、併せて更新できますので、希望する場合には介
護予防事業所の更新申請も提出願います。

※様式・添付書類は、岩手県ホームページ「介護事業所の指定・更新等の様式について」
https://www.pref.iwate.jp/kurashikankyou/fukushi/kaigo/jigyousho/1021716.html
からダウンロード・確認

１．指定更新
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更新申請に係る提出書類一覧表［指定居宅サービス、指定介護予防サービス、指定施設サービス］

備 考
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第35号第31号第22号第22号第22号第22号第22号第22号第22号第22号第22号第22号第22号第22号第22号第22号第22号第22号第22号申請書様式1

1-171-161-151-141-131-121-111-101-101-91-81-71-61-61-51-41-31-21-11-1付表2

◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆登記事項証明書又は条例等(1)
添付書
類

3

▲
※４

▲
※４

▲
※４

▲
※４

▲
※４

病院・診療所の使用許可証等の写し(2)

▲
※４

薬局の開設許可証の写し(3)

▲
※４

▲
※４

介護老人保健施設又は介護医療院の開設許可証の写し(4)

◆特別養護老人ホームの許可証等の写し(5)

標準様式１○○○○○○○○○○○○○
○
※６

○○○○従業者の勤務体制及び勤務形態一覧表 ※１(6)

▲
※４

訪問看護ステーション管理者の免許証の写し(7)

標準様式２◆◆
▲
※７

◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆平面図(8)

標準様式３◆◆
▲
※７

◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆設備・備品等一覧表(9)

◆◆◆併設する施設の概要(10)

◆◆
▲
※７

施設を共用する場合の利用計画(11)

◆◆
施設の面積及び平面図並びに敷地周囲の見取図（公
図）

(12)

◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆運営規程(13)

標準様式４◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆利用者からの苦情を処理するために講ずる措置の概要(14)

◆◆◆◆◆◆◆◆協力医療機関（協力歯科医療機関）との契約の内容(15)

◆
福祉用具の保管及び消毒の方法（他に委託する場合は
その状況）

(16)

標準様式５◆
受託居宅サービス事業者が事業を行う事業所の名称等
並びに当該事業者の名称等

(17)

標準様式６○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○誓約書(18)

標準様式７○○○○介護支援専門員の氏名及びその登録番号(19)

◆
※２

◆
※２

通院等のための乗車又は降車の介助に係る市町村意見
書

(20)

◆
指定（介護予防）特定施設入居者生活介護事業者の指
定に係る意見書

(21)

◆
※５

◆
※３

管理者・サービス提供責任者の経歴書(22)

○○○
指定障害福祉サービス等の事業所指定通知書の写し
（更新している場合は、その通知書の写し）

(23)

◆◆◆◆◆◆建築基準法の規定による検査済証の写し(24)

◆◆◆◆◆◆消防用設備等検査済証の写し(25)

別紙１－２、別紙１－２、
別紙２ ※８

○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○介護給付費算定に係る体制等に関する届出書4

盛岡・県南・沿岸・県北広域振興局保健福祉環境部、宮古・大船渡・二戸保健福祉環境センター提出先
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介護事業所は、介護保険法施行規則で定める事項に変更があった場合は、変更後
10日以内に届出が必要です。

（１）提出書類

① 変更届出書

② 添付書類

※変更事項によって、添付書類が異なる

※様式・添付書類は、岩手県ホームページ「介護事業所の指定・更新等の様式について」
https://www.pref.iwate.jp/kurashikankyou/fukushi/kaigo/jigyousho/1021716.html
からダウンロード・確認

２．変更届
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1

変更許可申請・届出に係る提出書類一覧表

添付書類等
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第39号
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第38号第34号第32号第24号第24号第24号
第22号
の２

第24号第24号第24号第24号第24号第24号第24号第24号第24号第24号第24号第24号第24号第24号提出様式1

※構造設備の変更を伴うものに限る。
33,000円

※
33,000円

※
手数料2

運営規程(新・旧)○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○事業所・施設の名称(1)変更が3

運営規程(新・旧)、平面図(移転の場合)○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○事業所・施設の所在地(2)あった

登記事項証明書・条例等(新)○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○申請者の名称(3)事項

登記事項証明書・条例等(新)○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○主たる事務所の所在地(4)

変更事項が分かる書類(登記事項証明書等）、誓約書(交代の場
合)

○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○
代表者（開設者）の氏名、生年月日、住所及び職
名

(5)

登記事項証明書・条例等(新)○○○○○○○○○○○○○○○○○
登記事項証明書・条例等（当該事業に関するもの
に限る。）

(6)

平面図、建築基準法・消防法に係る検査済証の写し(移転・増
築の場合)
◎設備等一覧表【標準様式３】

○◎○◎○◎○◎○◎○◎○◎○◎○◎○◎○○○○◎○事業所の建物の構造、専用区画等(7)

備品の概要を記載した書類○備品(8)

勤務形態一覧表(標準様式１、交代の場合)、誓約書(標準様式
６、交代の場合)、資格者証の写し(資格が必要なものに限
る。)
●経歴書(訪問看護ステーションの場合)
※事前に承認を受けること

○※○※○○○○○○○○○○○○○●○○事業所・施設の管理者の氏名、生年月日及び住所(9)

勤務形態一覧表(標準様式１)、サービス提供責任者の経歴(介
護福祉士証等の写しに代えることが可能)

○
サービス提供責任者の氏名、生年月日、住所及び
経歴

(10)

◎職種、員数・職務内容・入所定員の増加の場合
（定員増加の場合は事前相談が必要）
※許可申請の場合以外

○※◎○※◎○○○○○○○○○○○○○○○○○○運営規程(11)

変更後の契約書等の写し○○○○○○○○協力医療機関（病院）(12)

変更後の契約書等の写し〇〇○○協力歯科医療機関(13)

○○○○○事業所の種別(14)

○提供する居宅療養管理指導の種類(15)

平面図、体制届○○
事業実施形態（本体施設が特別養護老人ホームの
場合の単独型・空床利用型・併設型の別）

(16)

勤務形態一覧表(増加の場合) 、平面図（増員の場合）
※運営規程の変更要

○
(増加)

○○※※利用者、入所者又は入院患者の定員(17)

○
福祉用具の保管・消毒方法（委託している場合に
あっては、委託先の状況）

(18)

〇○○併設施設の状況等(19)

勤務形態一覧表、資格者証の写し○○○○介護支援専門員の氏名及びその登録番号(20)

平面図○○敷地面積(21)

平面図、写真○○建物構造(22)

○○施設の共用の場合の利用計画(23)

盛岡・県南・沿岸・県北広域振興局保健福祉環境部、宮古・大船渡・二戸保健福祉環境センター提出先
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廃止・休止しようとする日の１か月前までに届出が必要

（１）提出書類

① 廃止・休止届出書

② 利用者の移管先リスト等

（利用者が別の事業所において介護サービスを継続利用できるよう配慮）

※様式・添付書類は、岩手県ホームページ「介護事業所の指定・更新等の様式について」
https://www.pref.iwate.jp/kurashikankyou/fukushi/kaigo/jigyousho/1021716.html
からダウンロード・確認

３．廃止・休止届

７



休止していた事業を再開する場合は、再開した日から10日 以内に届け出が必要
（届出がないまま、介護報酬を請求した場合は、請求エラーとなります。）

（１）提出書類

① 再開届出書

② 従業者の勤務体制及び勤務形態を記載した書類

※様式・添付書類は、岩手県ホームページ「介護事業所の指定・更新等の様式について」
https://www.pref.iwate.jp/kurashikankyou/fukushi/kaigo/jigyousho/1021716.html
からダウンロード・確認

４．再開届

８



介護給付費算定に係る体制等に変更があった場合は届出が必要
（１）提出書類

① 介護給付費算定に係る体制等に関する届出書
② 介護給付費算定に係る体制等状況一覧表（該当サービスが記載のページのみ）
③ 添付書類

（２）提出期限
① 居宅系サービス事業所（訪問系・通所系・福祉用具）

毎月15日までに届出 ⇒ 翌月から算定可能
毎月16日以降に届出 ⇒ 翌々月から算定可能

② 介護保険施設、短期入所系サービス事業所
月の初日までに届出 ⇒ 当該月から算定可能
月の初日以降に届出 ⇒ 翌月から算定可能

（３）注意点
・確実に算定できることが見込まれた時点で提出
・加算を不要とする場合は、その状況が確実になった時点で、速やかに提出

５．体制届

９



内 容加算・減算

離島や山村などの一定地域（特別地域）にある事業所がサービス提
供した場合の加算特別地域加算

特別地域以外の中山間地域などにある小規模な事業所がサービス提
供した場合の加算

中山間地域等における小規模事
業所加算

中山間地域の居住者に対して通常の事業実施範囲を超えてサービ
スを提供した場合の加算

中山間地域等に居住する者へ
のサービス提供加算

介護福祉士の配置割合や職員の勤続年数、職員に対する研修など一
定基準を満たす事業所として県に届け出た事業所に対する加算サービス提供体制強化加算

介護職員の資質向上の取組、雇用管理・労働環境の取組など一定基
準を満たす事業所として県に届け出た事業所に対する加算介護職員等処遇改善加算

○各サービスに共通する加算・減算

１０



内 容加算・減算

利用者ごとのADL値、栄養状態、口腔機能、認知症の状態などの基
本的な情報を厚生労働省に提出し、サービス提供にあたりその情報
を活用している事業所として県に届け出た事業所に対する加算

科学的介護推進体制加算

サービス事業者と同一の建物や敷地内、集合住宅等に居住する利用
者にサービスを提供した場合同一建物等減算

利用者・入所者の数が事業所・施設の定員を超えている場合定員超過減算

従業者の配置が事業所・施設の人員基準を満たしていない場合人員基準欠如減算

※様式・添付書類は、岩手県ホームページ「介護給付費算定に係る体制等に関する届出様式等について」
https://www.pref.iwate.jp/kurashikankyou/fukushi/kaigo/jigyousho/1053372/index.html
からダウンロード・確認

１１



法令遵守にかかる
内部監査規程の概略法令遵守規程の概略法令遵守責任者選任サービス数

○２０未満

○○２０以上
１００未満

○○○１００以上

○ 実施しているサービス数により、届け出る書類が異なる。（下表のとおり）
○ 事業者として既に届出済みの場合は、提出は不要
○ 届出内容や届出先の区分が変更になった場合は、14日以内に変更届出書を提出
〇 法人の代表者、法令遵守責任者等が変更となった場合は、変更届が必要となりま
す。（管理者が法令遵守責任者となっている法人は、人事異動等により変更と
なった際は、業務管理体制の変更届も忘れずに届出願います。）

６．業務管理体制の届出

１２



提 出 先区 分

事業所等が２以上の都道府県に所在する事業者➀

厚生労働大臣事業所が３以上の地方厚生局管轄区域に所在する事業者

主たる事務所の所在地の
都道府県知事上記以外の事業者

市⾧
町⾧

② 地域密着型サービス事業（予防含む）のみを行う事業者であって
、全ての事業所が同一市町内に所在する事業者

①及び②以外の事業者③

岩手県知事ア 主たる事務所の所在地が岩手県内にある介護サービス
事業者

主たる事務所の所在地
の都道府県知事

イ 主たる事務所の所在地が岩手県外にある介護サービス
事業者

※様式・添付書類は、岩手県ホームページ「介護サービス事業者の業務管理体制の整備について」
https://www.pref.iwate.jp/kurashikankyou/fukushi/kaigo/jigyousho/1003728.html
からダウンロード・確認 １３



介護保険と障がい福祉のいずれかの指定を受けている事業所であれば、もう一方の制度
における「共生型サービス」の指定を受けてサービス提供できます。

介護保険法障害者総合支援法等

○訪問介護事業所○指定居宅介護事業所
○重度訪問介護に係る事業所

○通所介護事業所

○指定生活介護事業所
○指定自立訓練（機能訓練）事業所
○指定自立訓練（生活訓練）事業所
○指定児童発達支援事業所
○指定放課後等デイサービス事業所

○短期入所生活介護事業所
○介護予防短期入所生活介護事業所○指定短期入所事業所

７．共生型サービス
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「介護サービス情報の公表」制度について、詳しくはこちらを御覧ください

○ 介護サービス情報公表システム
http://www.kaigokensaku.mhlw.go.jp/03/index.php

○ 岩手県保健福祉部⾧寿社会課ホームページ「介護サービス情報の公表について」
https://www.pref.iwate.jp/kurashikankyou/fukushi/kaigo/jigyousho/1003732.html

８．介護サービス情報の公表
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介護保険法の改正により、令和６年度から介護サービス事業所は、経営情報等を都道府県
知事に報告することが義務化されました。（介護保険法第115条の44の２）
原則として、全ての介護保険サービス事業者が報告の対象となります。ただし、介護報酬

が年間100万円以下の事業者や、災害等により報告ができない正当な理由がある場合は報告
の対象外となります。
「経営情報の報告」制度については、詳しくはこちらを御覧ください。

○ 介護サービス事業者経営情報データベースシステム（厚生労働省ホームページ）
https://www.mhlw.go.jp/stf/tyousa-bunseki.html

※令和７年３月以降に終了する会計年度分については現在システムの受付停止中。

（システム停止について、介護保険最新情報vol.1378を参照）

再開時期は未定。受付再開など手続の最新情報は、上記ホームページから適時御確認願います。

○ 岩手県保健福祉部⾧寿社会課ホームページ「介護サービス事業者経営情報の報告」
https://www.pref.iwate.jp/kurashikankyou/fukushi/kaigo/jigyousho/1078786.html

９．介護サービス事業者経営情報の報告
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厚生労働では、介護サービス事業所等が行う指定申請等について、対面を伴わない申請書
類提出を実現させるため、指定申請機能等のウェブ入力・電子申請を実現する「電子申請・
届出システム」の運用を開始しています。
本県では、令和６年10月から本システムを用いた申請・届出の受付を開始しています。
介護保険法施行規則の改正に伴い、やむを得ない事情がある場合を除き、原則すべての申

請・届出について、電子申請・届出システムの受付に移行しますので、御留意ください。

○ GビズIDの取得方法について
電子申請・届出システムの利用には、GビズIDが必要です。
以下のリンクから作成することができます。
https://gbiz-id.go.jp/top/

10．電子申請・届出システム
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「電子申請・届出システムの概要」について、詳しくはこちらを御覧ください。
○ 厚生労働省ホームページ

「介護事業所の指定申請等のウェブ入力・電子申請の導入、文書標準化」
https://www.mhlw.go.jp/stf/kaigo-shinsei.html

○ 岩手県保健福祉部⾧寿社会課ホームページ
「介護事業所等の指定申請等に係る「電子申請・届出システム」の運用について」
https://www.pref.iwate.jp/kurashikankyou/fukushi/kaigo/jigyousho/1070532.html
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（１）令和７年度実績報告書の提出について
令和７年度中に「介護職員等処遇改善加算」を取得した場合は、実績報告書を提出する必要があ

ります。期限までに必ず提出してください。
なお、実績報告の積算の根拠となる詳細な積算資料について提出を求める場合があります。提出

を求められた場合に速やかに提出できるようにしておいてください。
※注）提出期限は、各事業年度における最終の加算の支払があった月の翌々月の末日までとなります。加算の支払最終月が5月（3月サービス提供

分）である場合は、実績報告書の提出期限は7月末までとなります。

実績報告の取扱いの詳細については、こちらを御覧ください。
○ 岩手県保健福祉部⾧寿社会課ホームページ

「令和７年度介護職員等処遇改善加算等実績報告について」
https://www.pref.iwate.jp/kurashikankyou/fukushi/kaigo/1098696.html

11．介護職員等処遇改善加算
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（２）処遇改善加算の算定要件（令和８年度）
①月額賃金改善要件（月給による賃金改善）
②キャリアパス要件Ⅰ（任用要件・賃金体系の整備等）
③キャリアパス要件Ⅱ（研修の実施等）
④キャリアパス要件Ⅲ（昇給の仕組みの整備等）
⑤キャリアパス要件Ⅳ（改善後の年額賃金要件）
⑥キャリアパス要件Ⅴ（介護福祉士等の配置要件）
⑦職場環境等要件（ｐ.21～22に記載の28項目から
加算区分に応じ、指定区分ごとに指定数以上を実施）

⑧令和８年度特例要件（生産性向上や協働化の取組）
※一部要件は、令和８年度中の対応を誓約して加算取得が可能となって
います。誓約した要件は、年度末までに計画的に体制整備を進めてく

ださい。 出典:厚生労働省ホームページ 20

７



※ 令和８年６月から新たに加算の対象サービス
となった訪問看護、訪問リハビリテーション、
居宅介護支援・介護予防支援は、

加算Ⅳに準ずる要件（＊）
又は

⑧令和８年度特例要件

＊この要件は、加算の申請時点では、令和８年度中の対応を

誓約して加算取得が可能となっています。誓約した要件は、
年度末までに計画的に体制整備を進めてください。

＊（ⅱ）の職場環境等要件は、ｐ.21～22に記載の28項目
から指定区分ごとに指定数以上を実施。 出典:厚生労働省ホームページ

21



職場環境等要件（ｐ.20⑦、ｐ.21ⅱ）の内容

21

以下のとおり加算区分に応じて取組みを実施し、かつ、取組みの見える化を実施する。
（新規対象サービス（加算Ⅳに準ずる要件を選択する場合）は、取組み実施のみで算定可）
〇 加算Ⅰイ、Ⅰロ、Ⅱイ又はⅡロ（加算Ⅰ又はⅡ）:区分A、B、C、D、Fの区分ごとに
２以上 ＋ 区分Eのうち３以上（うち⑰・⑱は必須）＊
〇 加算Ⅲ・Ⅳ:区分A、B、C、D、Fの区分ごとに１以上 ＋ 区分Eのうち２以上＊
〇 新規対象サービス（加算Ⅳに準ずる要件を選択する場合）:区分A、B、C、D、Fの区
分ごとに１以上 ＋ 区分Eのうち２以上＊
＊生産性向上推進体制加算を算定している場合はDを満たすものとする。
また、小規模事業者（１法人１事業所など）は、㉔実施でDを満たすものとする。

A

B



21

D

E

F

C



※ ⑧令和８年度特例要件（いずれかを満たすこと）
（ア）訪問、通所サービス等:ケアプランデータ連携システムに加入（＊）＋実績報告
（イ）施設サービス等:生産性向上推進体制加算Ⅰ又はⅡの取得（＊）＋実績報告
（ウ）社会福祉連携推進法人に所属していること

＊加算の申請時点では、令和８年度中の利用又は取得を誓約して加算取得が可能となっています。

誓約した要件は、年度末までに計画的に体制整備を進めてください。

24



（参考）加算率（令和８年６月以降のみ抜粋）

21



（参考）加算率（令和８年６月以降のみ抜粋）

21



（３）年度途中（６月以降）の加算申請届出期限について
６月以降の申請については、通常どおり加算を算定する月の前々月の末日までに行ってください。
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（４）都道府県知事等への変更等の届出
次の場合には、必要書類を添えて変更の届出が必要となります。なお、介護給付費算定に係る

体制等に関する届出も必要となる場合は、本資料「５．体制届」の提出期日までに提出ください。
① 会社法（平成17 年法律第86 号）の規定による吸収合併、新設合併等により、計画書の作成単位
が変更となる場合

② 複数の介護サービス事業所等について一括して申請を行う事業者において、当該申請に関係す
る介護サービス事業所等に増減（新規指定、廃止等の事由による。）があった場合

③ キャリアパス要件ⅠからⅢまでに関する適合状況に変更（算定する加算の区分に変更が生じる
場合に限る。）があった場合

④ キャリアパス要件Ⅴに関する適合状況に変更があり、算定する加算の区分に変更が生じる場合
※ 喀痰吸引を必要とする利用者の割合についての要件等を満たせないことにより、入居継続支
援加算や日常生活継続支援加算を算定できない状況が常態化し、３か月以上継続した場合も、同様
に変更の届出が必要となります。

⑤ 算定する加算の区分の変更を行う場合及び加算を新規に算定する場合
⑥ 就業規則を改訂（介護職員の処遇に関する内容に限る。）した場合 28



（５）届出内容を証明する資料の保管等について
積算の根拠となる詳細な積算資料等について、提出を求める場合があります。提出を求めら
れた場合に速やかに提出できるよう、適切に保管してください。

令和８年度分の加算取得にかかる手続など詳細については、こちらを御覧ください。
○ 岩手県保健福祉部⾧寿社会課ホームページ

「令和8年度介護職員等処遇改善加算の取得に係る処遇改善計画書の提出期限等について」
https://www.pref.iwate.jp/kurashikankyou/fukushi/kaigo/1080353.html
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（６）参考情報

① 厚生労働省では専門家による支援が無料で

受けられる個別相談窓口を設置しています。

加算の新規取得や上位加算の取得に向けて、

有効に御活用ください。

詳細については、こちらを御覧ください。
○ 厚生労働省個別相談窓口ホームページ

https://kaigo-shogukaizen.mhlw.go.jp/

※ 加算について相談したい全ての事業所が利用
できます。(専門家支援はオンライン実施です。)

※ 実施期間は令和９年３月までですが、定員に
達し次第終了となりますので、御注意ください。

出典:厚生労働省ホームページ 30



② 公益財団法人介護労働安定センター岩手支部では、

雇用管理の改善等に関する講習等の事業を実施しています。

有効に御活用ください。

詳細については、こちらを御覧ください。
○ 公益財団法人介護労働安定センター岩手支部ホームページ

https://www.kaigo-center.or.jp/shibu/iwate/

（所在地:盛岡市中ノ橋通１丁目４－22中ノ橋106ビル４階）

※ 無料相談も実施。就業規則等の見直しや、処遇改善加算
に関する相談、メンタルヘルス等の相談に対応可とのこと。

※ 料金が発生する事業もございますので、上記ホーム
ページ等から事前に御確認をお願いします。

31

実施事業の一例
出典:（公財）介護労働安定センター岩手支部ホームページ



③ 職場環境等要件については、厚生労働省から取組事例集が公開されています。

こちらもあわせて御活用ください。
○ 厚生労働省ホームページ

https://www.mhlw.go.jp/shogu-kaizen/download/r7_jireisyu.pdf
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④ ケアプランデータ連携システムについては、厚生労働省

において期間限定で導入支援事業を実施しています。

導入に係る費用負担を抑えることができるこの機会を

有効に御活用ください。

詳細については、こちらを御覧ください。
○ ケアプランデータ連携システムヘルプデスク

（事務局:公益社団法人国民健康保険中央会）
サポートサイト
https://www.careplan-renkei-support.jp/freepass/

33

※ 申込期間延⾧中（介護保険資格確認等WEBサービス
との統合日まで（2026年下期予定））。
最新情報は、上記サポートサイトを御確認ください。

出典:ケアプランデータ連携システムヘルプデスクサポートサイト
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処遇改善加算の取得等を通じて、働きやすい職場環境づくりや職員のスキルアップを進め、
人材確保や職場定着の促進・サービスの質の向上につなげていきましょう。


